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とされている。なお、小中学校の教員は、都道府

県の職員であり、その人事及び給与負担は、都道

府県が行っている。 

教育行政中，社会教育与学校教育一样，也占有重要地位。地

方自治体开展的社会教育范围极其广泛，包括开设社会教育讲座、

讲演会和学习会；开办和运营图书馆、公民馆及博物馆等社会教育

设施；指导青年学校等的人才培养工作；提供体育及休闲所需的设

备器材等。随着人们休闲时间的增多、高龄化加速，社会教育显得

愈加重要。特别是近年来，在国民中间“终生学习”这一词已经普

及，提供终生学习活动的场所成为地方自治体行政工作的重要内

容。 

 教育行政において、学校教育と並んで社会教育

も重要な分野を占めている。地方自治体が行う社

会教育は、社会教育のための講座の開設や講演

会・講習会等の開催、図書館・公民館・博物館等

の社会教育施設の設置運営、青年学校等の育成指

導、体育・レクリエーションに必要な設備器材の

提供等その範囲は極めて広い。余暇時間の増大、

高齢化の進行等により、社会教育はますます重要

になってくると考えられる。特に近年は国民の間

に「生涯学習」という言葉も定着してきており、

生涯学習活動の場の提供が地方自治体の行政とし

て重要になっている。 

 
 外语指导助手(Assistant Language Teacher: ALT)的授课场面 
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现行教育制度 

  

   

10 地方公营企业、第三部门企业等的经营改革 10 地方公営企業、第三セクター等の経営改革

（1）地方公营企业 (1) 地方公営企業 

①地方公营企业概况  ① 地方公営企業全般 

地方自治体通过企业活动的形式提供供水、确保公共运输、提

供医疗、污水处理等地区居民生活及地方发展不可缺少的服务。由

自治体经营的开展上述业务的企业统称为“地方公营企业”。截至

2010 年度末，地方公营企业在全国运营的项目共有 8,843 项。其

中具有代表性的项目包括下水道（3,637）、供水道(2,152)、医院

(654)、护理服务（598）、开发宅基地（521）、建设停车场(237)、

市场(179)、工业用水道(152)、交通(106)、港湾完善(105)、电

(102)、煤气(35)、等(数字为项目数）。同时，根据地理条件，还

包括滑雪场、酒店及其他观光设施等项目等，涉及的种类非常广泛。

 地方自治体は、水の供給や公共輸送の確保、医

療の提供、下水の処理等地域住民の生活や地域の

発展に不可欠なサービスを企業活動という形で提

供している。こうした事業を行うために地方自治

体が経営する企業を総称して地方公営企業と呼ん

でいる。2010 年度末現在で、全国で 8,843 事業が

運営されている。地方公営企業として行われてい

る代表的な事業には、下水道（3,637）、水道（2,152）、
病院（654）、介護サービス（598）、宅地造成（521）、
駐車場整備（237）、市場（179）、工業用水道（152）、
交通（106）、港湾整備（105）、電気（102）、ガス

（35）等がある（数字は事業数）。また、立地条件

に応じて、スキー場、ホテルその他の観光施設等

の事業が行われるなど、その種類は極めて多岐に

わたっている。 

地方公营企业的事务是地方自治体事务的一部分，却与一般的

行政事务有所不同，要求具有“企业”的特殊性质，特别要求能有

效率、合理地运营。地方公营企业中设置相当于民间企业社长的企

业管理者，此外，还设置特别会计来管理企业的会计事务。地方自

治体开展业务所需的费用是由一般税金提供，但地方公营企业在提

 地方公営企業の事務は、地方自治体の事務の一

部であるが、一般の行政事務とは異なり、「企業」

としての特殊な性格から、特に能率的、合理的な

運営が要求される。地方公営企業には、民間企業

の社長にあたる企業管理者が置かれているほか、

地方公営企業の経理は特別会計を設けてこれを行
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供居民服务的同时，作为报酬向接受服务的利用者收取费用，这些

收入原则上充当事业运营所需的经费。 

うこととされている。地方自治体が行う仕事に要

する費用は通常税金で賄われるが、地方公営企業

においては、住民サービスを提供し、その提供を

受けた利用者から対価として料金を徴収し、その

収入で事業運営に必要な経費を賄うことを原則と

している。 

近年来，地方自治体如何形成精简、有效率的政府，实现财政

的健全化成为紧要课题，在这种情况下，地方公营企业领域也需要

积极引进民间的经营方法，不断实施经营改革。因此，各地方自治

体纷纷采取了将缺乏公共性意义的项目转让给民间、利用 PFI 项

目、开展民间委托等措施。 

 近年、地方自治体において、簡素で効率的な政

府を実現し、財政の健全化を図ることが喫緊の課

題となっている状況の下で、地方公営企業分野に

おいても、民間的経営手法の積極的な導入を含め

た不断の経営改革を行うことが求められている。

このため、各地方自治体において、公共性の確保

の意義が薄れている事業の民間譲渡、PFI 事業、民

間委託等の手法を活用した取組が見られる。 

   

② 公立医院改革  ② 公立病院改革 

公立医院负责向包括因核算原因很难由民间医疗机构提供服

务的地区在内的各地区提供生活所需的医疗服务。但是，近年来，

随着经营状况的明显恶化，医生不足引发诊疗体制不得不缩小等问

题，公立医院的经营陷入极其严峻的境地。 

 公立病院は、採算性の面から民間医療機関によ

るサービスの提供が困難な地域を含め、地域に必

要な医療サービスの提供を担っている。しかしな

がら、近年、経営状況が顕著に悪化するとともに、

医師不足に伴い診療体制の縮小を余儀なくされる

など、経営の維持が極めて厳しい状況になってい

る。 

为此，2007 年总务省制定了“公立医院改革导则”，由设置

公立医院的地方自治体制定公立医院改革方案。根据该导则，在推

进经营效率化的同时，对该医疗圏的医院及诊所进行重组与网络

化，以实现医院间的职能分工，并完善重点医院体制等，以确保可

由重点医院向其他医院及诊所派遣医生。 

 このため、2007 年、総務省により「公立病院改

革ガイドライン」が策定され、公立病院を設置す

る地方自治体は、公立病院改革プランを策定する

こととされた。そして当該プランに基づき、経営

効率化を進めるとともに、同じ医療圏の病院・診

療所を再編・ネットワーク化し、病院間での機能

分担を図り、中心となる基幹病院からその他の病

院・診療所への医師の派遣が可能となるよう基幹

病院の体制を整備する等の取組を行うこととして

いる。 

   

（2）第三部门企业 (2) 第三セクター 

经过经济的高速增长，居民需求愈发多样化和高端化，行政领

域也需要采取新的对策，在此过程中，地方自治体采用了多种项目

实施方法。其中之一就是建立“第三部门企业”。所谓第三部门企

业，是一种不同于公有企业和民间企业的经济实体，它能发挥公有

企业和民间企业所分别具有的功能和优点。 

 高度経済成長をへて住民ニーズが多様化、高度

化し、行政においても新たな対応が必要とされる

中で、地方自治体により多岐にわたる事業実施手

法が採用されてきた。その一つとして、公共セク

ター、民間セクターとは別の事業主体であって、

公共セクターと民間セクターのそれぞれが持つ機

能・利点を活かせることを目的とした、いわゆる

「第三セクター」方式がある。 

自 20 世纪 60 年中后期开始，地方自治体建立了很多第三部门

企业，承接大规模工程。特别是随着积极引进民间活力的制度相继

出台以及地方自治体纷纷积极采取搞活地区的对策，20 世纪 80 年

代中后期第三部门企业大量增加。然而，此后其增加的势头一度停

滞，并且还有一部分第三部门企业由于设立形态及运营方面面临问

题而陷入经营困境。 

 1960 年代後半から、大規模プロジェクトの事業

主体として、多くの第三セクターが設立された。

特に、民間活力の積極的な導入のための制度が相

次いで創設されたことや、地方自治体の地域活性

化への積極的取り組みとあいまって、1980 年代後

半には第三セクターの設立が増加した。しかし、

その後、設立の伸びは止まるとともに、一部に設

立の在り方や運営に問題を抱え、経営不振に陥い

る例が見られるようになった。 

截至 2012 年 3 月，第三部门企业的数量全国为 8,308 家，与

前一年相比减少了 2.0%。其中获得收益的第三部门企业占调查对

象法人的 59.6%(4,196 法人)，而 5.1%(356 法人)处于入不敷出的

状态。同时，由地方自治体提供财政援助的情况也不少，由地方自

治体提供补助金维持运营的第三部门企业占整体的 43.2%，由地方

自治体提供贷款的占 13.3%。 

 2012 年 3 月現在の第三セクターの数は、全国で

8,308 法人であり、前年より 2.0%減少している。調

査対象法人の 59.6%（4,196 法人）は黒字であるが、

5.1%（356 法人）は債務超過の状態である。また地

方自治体が財政支援を行っている例は多く、地方

自治体から補助金を交付されている法人が全体の

43.2%、地方自治体から貸付金を給付されている法

人が 13.3%ある。 

第三部门企业在本地区承担着支撑居民生活的重要作用，与此

同时，如果经营情况恶化，恐怕会给地方自治体的财政造成重大影

响。为此，总务省此前也对地方公共团体提出了经营改革的要求，

 第三セクターは、地域において住民の暮らしを

支える重要な役割を担っている一方で、経営が悪

化した場合には地方自治体の財政に深刻な影響を

及ぼすことが懸念される。そのため総務省では、
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如制作关于第三部门企业等经营改革等的指南。2009年制作了“关

于第三部门企业根本性改革等的指南”，其中，鉴于“关于健全地

方公共团体财政的法律”从 2009 年开始全面施行，建议在今后 5

年时间原则上针对所有第三部门企业等，开展必要的讨论，集中实

施包括其存废在内的根本性改革。同时，基于此 5年的举措实施已

近尾声，2012 年 7 月推广了改革开展情况核查清单以及用于准确

掌握财政风险的核查清单，进一步积极推进改革。 

 

 

第三セクター等の経営改革等についての指針作成

するなど、これまでも地方公共団体に対して経営

改革等を要請してきたところである。2009 年には

「第三セクターの抜本的改革等に関する指針」を

作成し、「地方公共団体の財政の健全化に関する法

律」が 2009 年から全面施行されることを鑑み、今

後 5 年間で基本的にすべての第三セクター等を対

象として必要な検討を行い、存廃を含めた抜本的

改革を集中的に行うよう助言した。さらに、この 5
年間の取り組みが残りわずかとなったことを踏ま

え、2012 年 7 月には改革取組状況に係るチェック

リストや財政リスクを正確に把握するためのチェ

ックリストを周知するなど、一層の推進を図って

いるところである。 
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第 3 章 

目前地方自治所面临的课题 

 
 
第 3 章 

現在の地方自治をめぐる課題 

  

在第 2 章列举了各个地方自治体所面临的行政课题，本章将对

整个地方行政、财政体系的主要课题进行解说 
 第 2 章では個々の地方自治体が直面している行

政課題を取り上げたが、本章では、地方行財政のシ

ステム全体の課題として位置付けられている主要

なテーマについて解説する。 

   

1 地方分权改革 1 地方分権改革 

(1) 地方分权的背景 (1) 地方分権の背景 

为了应对全球化、人口减少及少子高龄化、ICT 革命的进展等

社会经济形势的变化，满足人们日趋多样化的需求，建立能让国民

切身感受到充实和富有的“富有个性并充满活力的地区社会”，地

方自治体作为地区综合行政主体应发挥的作用越发显得重要。 

 グローバル化、人口減少・少子高齢化、IＣT 革

命の進展等といった社会経済情勢の変化に対応し、

国民の多様なニーズに即応しつつ、国民がゆとりと

豊かさを実感できる「個性豊かで活力に満ちた地域

社会」を築き上げていくために、地域の総合的な行

政主体である地方自治体の果たすべき役割はます

ます大きくなっている。 

为了在这一背景下更好地满足国民的期望，以“贴近居民的行

政服务要由切近居民的地方自治体来提供”的原则，深化地方分权

成为重要的现实课题。 

 こうした中で国民の期待に応えていくためには、

住民に身近な行政は住民に身近な地方自治体にお

いて処理することを基本に、地方分権の推進を図る

ことが重要な課題となってきた。 

   

(2) 地方分权的进展 (2) 地方分権の進展 

1995 年 5 月，国家制定了以综合地、有计划地推进地方分权为

目的的“地方分权推进法”，根据该法在同年 7 月成立了“地方分

权推进委员会”。 

 1995 年 5 月に、地方分権を総合的かつ計画的に

推進することを目的とする「地方分権推進法」が制

定され、この法律に基づき同年 7 月には「地方分権

推進委員会」が発足した。 

由该委员会审议地方分权推进计划的具体方针，并以废除机关

委任事务制度等为内容，向内阁总理大臣提出 5 次建议。 

 同委員会においては、地方分権推進のための具体

的な方策が審議され、機関委任事務制度の廃止等を

内容とする 5 次にわたる勧告が、内閣総理大臣に対

して行われた。 

国家接受建议后，通过内阁会议的决议，制定“地方分权推进

计划”，同时于 1999 年 7 月制定了“地方分权一揽子法”，于 2000

年 4 月施行。该法是明治以来形成的中央集权型行政体系向地方分

权型行政体系转型的象征，对于推进地方分权具有极其重要的意义。

其主要项目如下所示： 

 

 それら勧告を受けた国は、閣議決定により「地方

分権推進計画」を作成するとともに、1999 年 7 月

に「地方分権一括法」を制定し、2000 年 4 月に施

行した。この法律は、明治以来形成されてきた中央

集権型行政システムを地方分権型行政システムへ

と転換するものであり、地方分権の推進にとって、

極めて大きな意義を持つものである。その主要な項

目は、次のとおりである。って、極めて大きな意義

を持つものである。 

① 明确国家和地方自治体各自应承担的责任 

・地方自治体广泛承担自主、全面实施地区行政的责任 

・国家负责的是： 

a)涉及国家在国际社会中存立的事务 

b)适宜在全国进行统一规制的各种国民活动或者有关地方自治

的基本准则方面的事务 

c)实施必须以全国规模、从全国性角度开展的措施和工作 

   此外重点担负其他原本应当由国家发挥的功能 

 但是在单项法律领域，这一原则并未完全贯彻，明确分工仍然

是一个持续存在的课题。 

 

 ①国と地方自治体の役割分担の明確化  

・地方自治体は、地域における行政を自主的かつ

総合的に実施する役割を広く担う  

・国は、 

a) 国際社会における国家としての存立にかかわ

る事務  

b)全国的に統一して定めることが望ましい国民

の諸活動又は地方自治に関する基本的な準則に関

する事務  

c)全国的な規模、全国的な視点に立って行わなけ

ればならない施策及び事業の実施  

  その他の、国が本来果たすべき役割を重点的

に担う  

 但し、この原則は、個別の法令の分野では、必

ずしも徹底されておらず、役割分担の明確化は、引
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 き続き課題であり続けている。 

② 废除机关委任事务制度 

机关委任事务制度是指地方自治体的执行机关（知事、

市町村长等）在大臣指挥监督之下作为国家机关处理国家事

务的制度，是明治时代在参考德国法律的基础上引入的，它

作为国家利用地方自治体处理自己事务的一个手段得到长期

运用。该制度的废除经历了较长时期，且破费周折。 

②機関委任事務の廃止  

 機関委任事務は、地方自治体の執行機関（知事、

市町村長など）が大臣の指揮監督の下に国の機関と

して処理する国の事務のことで、明治期にドイツ法

を参考にして導入され、国が地方自治体を使って自

らの事務を処理させる手段として活用されてきた。

この制度の廃止は、長年の懸案であった。 

③ 对国家干预的法定化及纠纷处理程序的完善 

通过修订该制度，确立了地方自治体是独立的行政主体

和法律主体、其与国家的关系须以法律形式加以规范的原则。

将国家干预通过法律形式进行归类，建立了地方公共团体如

果对于大臣提出的纠正要求、纠正指示等干预不服，可以向

第三方机构申请审查，甚至向高等法院提起诉讼的制度。 

③関与の法定化と係争処理手続きの整備 

 この制度改正により、地方自治体は、独立の行政

主体、法的な主体として、その関係は、法律により

規律される原則が確立された。国による関与が法律

によって類型化され、是正の要求、是正の指示など

の大臣からの関与に不服がある地方公共団体は、第

三者機関に審査を申し出ることができ、さらに高等

裁判所に出訴する制度が設けられた。 

  

2 地方税财政的改革 2 地方財政制度の改革 

(1) 三位一体的改革 (1) 三位一体の改革 

为了推进地方分权，需要在岁入及岁出两方面，采取提高地方

的自由度、实现地方自立的地方财政制度改革措施。 

 地方分権を進めていくためには、歳入・歳出の両

面において、地方自治体の自由度を高め、地方自治

体の自立に向けた地方財政制度の改革に取り組む

必要がある。 

其中，在岁入方面，从尽量减少地方的岁出与地方税收收入的

偏差的角度，需要在充实作为自主财源的地方税的同时，尽量缩小

对国家财源的依存度，实现更为自立的财政运营。这也涉及到进一

步明确地区的行政服务所带来的受益与负担的对应关系及通过国家

和地方共同推进行政改革及财政结构改革。 

 このうち歳入面については、地方自治体における

歳出規模と地方税収入との乖離をできるだけ縮小

するという観点に立って、自主財源である地方税を

充実強化するとともに、国からの財源への依存度合

いをできるだけ縮小し、より自立的な財政運営を行

えるようにすることが望ましい。このことは、地域

における行政サービスについての受益と負担の対

応関係をより一層明確化し、国・地方を通じる行政

改革や財政構造改革の推進にもつながるものと考

えられる。 

为了实现这种岁入方面的地方财政制度改革，需要对①国库补

助负担金的废止和缩减②包括税源移交在内的税源分配形态③地方

交付税制度这三方面进行相互联系，综合讨论，重新评价。 

 このような歳入面における地方財政制度の改革

を実現するためには、①国庫補助負担金の廃止・縮

減、②税源移譲を含む国と地方の税源配分のあり

方、③地方交付税制度のあり方を相互に関連付けつ

つ検討し、これらを一体的に見直すことが必要であ

るとされた。 

根据这一基本原则推进的改革即三位一体的改革。而三位一体

的改革在 2001 年内阁会议确定的“关于今后经济财政运营以及经济

社会的构造改革的基本方针 2002”中，被定位为国家与地方主要岁

出领域的结构改革中的一环。 

 このような考え方に基づき進められたのがいわ

ゆる「三位一体の改革」である。三位一体の改革は、

2001 年に閣議決定された「今後の経済財政運営及

び経済社会の構造改革に関する基本方針 2002」の

中で、国の歳出の主要分野における構造改革の一環

として位置づけられた。 

根据这一基本方针，从 2004 年到 2006 年的这三年间，伴随着

每年度的国家预算编制和税制改革过程，其内容不断被具体化。其

结果是截至 2006 年度，废除、削减了约 4．7 万亿日元的国库补助

负担金，将约 3 万亿日元的税源由中央移交给地方，削减了约 5．1

万亿日元的地方交付税等。 

 この基本方針に沿って、毎年度の国の予算編成及

び税制改正の過程を通じて、その内容が具体化さ

れ、2004 年度から 2006 年度までの 3 ヵ年度にわた

って進められた。その結果、2006 年度までの間に、

約 4.7 兆円の国庫補助負担金の廃止・縮減、約 3 兆

円の国から地方への税源移譲、約 5.1 兆円の地方交

付税の見直しが行われた。 

三位一体改革，实现了从国家向地方的 3 万亿日元规模的税源

移交（从所得税向居民税移交），从这点来看，对地方自治体来说

也是一场划时代的改革，在推进今后地方分权方面具有积极意义。

但另一方面，由于地方交付税的大幅度削减又使许多地方自治体面

临严峻的财政状况。 

 三位一体の改革については、国から地方自治体へ

の 3 兆円規模の税源移譲（所得税から住民税への移

譲）が実現することとなった点については、地方自

治体からも、画期的な改革であり、今後の地方分権

を進める上で前進であると評価されている。しかし

ながら、一方では、地方交付税の大幅な削減が行わ

れたことから、多くの地方自治体は厳しい財政状況

に直面することとなった。 

  



第 3 章 目前地方自治所面临的形势 
 

50 

(2) 地方财政健全法的制定 (2) 地方財政健全化法の制定 

对于财政状況陷入赤字的地方自治体，虽然根据《地方财政重

建特别措施法》设立了财政重建制度，但是，在推进以自由和责任

为基础的地方自立的地方财政制度改革进程中，如何建立居民易懂

的地方自治体财政信息公布体系，如何在财政状况恶化前尽早采取

改善措施成为了重要课题。 

 財政状況が赤字に陥っている地方自治体につい

ては、「地方財政再建特別措置法」による財政再建

制度が設けられていた。しかしながら、地方自治体

が自由と責任に基づいて自立することが可能とな

るような地方財政制度の改革を進める中で、地方自

治体の財政情報を住民に分かり易く開示する仕組

みや、財政状況が深刻化する前に早期の是正措置を

取る仕組みを整備することが課題となってきた。 

为此，2007 年 6 月成立并发布了《关于地方自治体财政健全化

的法律》（地方财政健全化法）。在该法中规定，各地方自治体需

要公布实质赤字比率（相对于该公共团体财政规模的实质赤字额比

率）等 4 个健全化判断比率。 

 このため、2007 年 6 月に「地方公共団体の財政

の健全化に関する法律」（地方財政健全化法）が成

立・公布された。同法においては、実質赤字比率（当

該自治体の財政規模に対する実質的な赤字額の比

率）を始めとする 4 つの健全化判断比率について、

各地方自治体が公表することとしている。 

当上述比率超过健全化改善标准时，该地方自治体应经议会表

决后，制定财政健全化计划，尽早主动采取健全化措施。并且，当

超过重建判断标准时，该地方自治体应经议会表决后，制定财政重

建计划，在国家等干预下实施切实有效的重建举措。 

 これらの比率が早期健全化基準として設定され

ている一定の基準以上であった場合には、当該地方

自治体は、議会の議決を経て財政健全化計画を策定

し、自主的な早期健全化に取り組まなければならな

いとされている。さらに、再生判断基準として設定

されている基準以上となった場合には、当該地方自

治体は、議会の議決を経て財政再生計画を策定し、

国等の関与による確実な再生に取り組まなければ

ならないこととされている。 

这些基于财政健全化制度而采取的措施从 2007 年度决算开始

正式适用。 

 これらの地方財政健全化制度に基づく措置は、

2007 年度決算から適用することとされた。 

         

(3) 地方自治体的会计制度改革 (3) 地方自治体の会計制度改革 

地方自治体根据地方自治法等法令，采用以现金主义（将现金

收入、支出作为记帐标准的方式）为基础的会计制度。 

 地方自治体においては、地方自治法等の法令に基

づき現金主義（現金による収入・支出を記帳の基準

とする方式）による会計制度を採用している。 

近年来，从对地方自治体的资产及债务进行合理管理及对难以

通过现金主义把握的费用及资产的相关财务信息进行公布的角度出

发，完善利用权责发生制，采用复式记帐原则整顿公共部门会计成

为了重要的课题。虽然地方自治体在基于决算数值的资产负债表及

行政成本核算表编制方面做出了努力，但是，今后，仍需利用权责

发生制对财务资料进行更为系统的完善。 

 近年、地方自治体における資産・債務の適切な管

理や、現金主義では容易に把握しにくい費用・資産

に関する財務情報の開示の観点から、発生主義を活

用し、複式簿記の考え方を導入した公会計の整備を

図っていくことが重要な課題となってきた。これま

でも、地方自治体は、決算の数値に基づく貸借対照

表や行政コスト計算書の作成に取り組んできたと

ころであるが、発生主義を活用した書類のより体系

的な整備が求められている。 

总务省于 2006 年向地方自治体提供了两个财务资料制作模式，

地方自治体正在扎实完善基于权责发生制的财务资料。 

 総務省は、2006 年に、地方自治体に対して、財

務書類に関する 2 つのモデルを示した。地方自治体

においては、発生主義に基づく財務書類の整備が着

実に進められているところである。 

  

3 市町村合并的推进 3 市町村合併の推進 

(1) 经过 (1) 経緯 

在正式推进地方分权的过程中，需要强化作为贴近居民的综合

性行政主体及地方分权接受者的市町村的行政、财政基础。而市町

村合并，则作为实现强化的有力手段，通过市町村的合并充实市町

村的规模及能力成为了重要课题。为此，通过 1999 年制定的地方分

权一揽子法对“关于市町村合并特例的法律”（旧合并特例法）进

行了大幅度修改，根据该法大力推进市町村合并。 

 地方分権が本格的に進展する中で、住民に身近な

総合的な行政主体であり、地方分権の受け皿ともな

る市町村の行財政基盤の強化が求められるように

なった。市町村合併は、そのための有力な手段とし

て位置づけられ、市町村合併により、市町村の規

模・能力を充実していくことが大きな課題となっ

た。そのため、1999 年の地方分権一括法により「市

町村の合併の特例に関する法律」（旧合併特例法）

が大幅改正され、同法に基づき市町村合併が強力に

推進されることとなった。 

  

(2)旧合并特例法基础上的合并 (2) 旧合併特例法下での合併 

旧合并特例法第１条规定“推进自主的市町村合并”。这反映  旧合併特例法第 1 条は、「自主的な市町村の合併
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了在市町村合并过程中，最终以尊重市町村的自主性为前提，同时，

国家也积极地进行推进的宗旨。根据这一宗旨，该法中，用于推进

各方面合并的特例措施纷纷出台。 

を推進」するとしていた。これは、市町村合併つい

ては、あくまで市町村の自主性が尊重されることを

前提としつつ、国においても積極的にその推進を図

っていくという趣旨である。この趣旨に沿って、同

法には各般にわたる合併推進のための特例措置が

盛り込まれていた。 

特别是作为财政方面的特例措施，将普通交付税的计算特例措

施（普通交付税合并后不低于合并后的措施）的实施期限从 5 年大

幅延长到 10 年。并且，设置了合并特例债（关于与合并后的城市建

设相关的经费，本息偿还金的 70％通过地方交付税进行填补的特别

地方债）制度。 

 特に、財政上の特例措置として、普通交付税の算

定における特例（合併算定替）が講じられる期間が

5 年間から 10 年間へと大幅に延長された。また、

合併特例債（合併後のまちづくりに係る経費につい

て元利償還金の 70％が地方交付税により補填され

る特別の地方債）の制度が設けられた。 

旧合并特例法已于 2005 年 3 月 31 日失效，但是，对于在当日

以前申请合并，在 2006 年 3 月 31 日之前实施合并的市町村，可继

续适用该法。 

 旧合併特例法は、2005 年 3 月に失効した。しか

しながら、同日までに合併の申請を行い、2006 年 3
月までに合併した市町村については、引き続き同法

を適用するという経過措置が講じられている。 

1999 年 3 月的 3,232 个市町村到该法的适用期限 2006 年 3 月

时减少到 1,821，减少了４成以上，是继明治大合并、昭和大合并

之后的平成大合并。 

 1999 年 3 月には 3,232 あった市町村は、同法の適

用期限である 2006 年 3 月には 1,821 と、4 割以上も

減少した。明治の大合併、昭和の大合併に続く、平

成の大合併が行われたのである。 

  

(3) 通过新出台的合并法推进合并 (3) 合併新法による合併推進 

虽然在旧合并特例法的基础上，市町村合并取得了很大的进展，

但是推进情况因地区而异，并且，截至 2006 年 3 月，人口不足１万

人的市町村仍有 500 个左右。 

 旧合併特例法の下で市町村合併は大きく進展し

たが、その進捗状況には地域ごとに差異があるとと

もに、人口 1 万人未満の市町村が 2006 年 3 月の時

点で、なお 500 程度あった。 

为了在旧合并特例法失效后继续推进市町村合并，于 2004 年 5

月制定了《关于市町村合并的特例等的法律（新合并法）》。该法

虽然规定与旧合并特例法有所不同，但也为推进合并制定了特例措

施。在该法的最终期限 2010 年 3 月前，日本根据该法进行了市町村

合并。并且在该法到期之后，，将其修订为以顺利实施市町村自主

合并为目的的《有关市町村合并特例的法律》。 

 このため、旧合併特例法の失効後も引き続き市町

村合併を推進するために、2004 年 5 月に「市町村

の合併の特例等に関する法律」（合併新法）が制定

された。同法には、旧合併特例法ほどではないにし

ても合併推進のための特例措置が定められている。

同法の最終期限である 2010 年 3 月までの間、同法

に基づき市町村合併の推進が図られた。また、同法

の期限に合わせ、自主的な市町村の合併の円滑化を

目的とした「市町村の合併の特例に関する法律」へ

と改正された。 

截至 2012 年 10 月，市町村数量为 1,719 个。  なお、2012 年 10 月現在の市町村数は 1,719 とな

っている。 

  

4 其他课题 4 その他の課題 

(1) 关于道州制的争议 (1) 道州制に係る論議 

在推进作为基础地方自治体的市町村的合并过程中，是否有必

要重新讨论作为跨区域地方自治体的都道府县的形态产生了争议。

而关于道州制的主张就是在以上背景之下产生的，旨在以更为广阔

的地区为单位取代现有的都道府县，建构具有更高行政权限的行政

主体。 

 基礎的自治体である市町村の合併が進展する中

で、広域自治体である都道府県のあり方についても

検討が必要ではないかという議論が生じてきた。道

州制論とは、このような状況の中で、現在の都道府

県に代わり、より広域の単位でより高次の行政権限

を備える行政主体を設けるという構想である。 

道州制的争议早在 20 世纪 20 年代就已出现，而近年来，随着

地方分权及市町村合并的进展，再一次成为热点。 

 道州制の論議は、古くは 1920 年代から行われき

たが、近年、地方分権や市町村合併の進展を踏まえ

て新たな盛り上がりをみせている。 

2006 年 2 月，第 28 次地方制度调查会提交了“有关道州制应

有形态的报告”。 

 2006 年 2 月には、第 28 次地方制度調査会が「道

州制のあり方に関する答申」を出した。 

在报告中，主要提出以下建议。  この答申の主な内容は、次のとおりである。 

a) 道州的定位  a) 道州の位置付け 

即取代现有的都道府县，作为跨地区自治体设置道或州。地方

自治体采用道州及市町村的二级行政制。道州与作为基础地方自治

体的市町村合理地进行分工，广泛承担起自主地、综合地实施地区

行政的责任。 

 広域自治体として、現在の都道府県に代えて道又

は州を置く。地方自治体は、道州及び市町村の二層

制とする。道州は、基礎自治体である市町村と適切

に役割分担しつつ、地域における行政を自主的かつ

総合的に実施する役割を広く担うものとする。 
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b) 道州的辖区  b) 道州の区域 

道州的辖区应以推进地方分权及强化和完善地方自治为目标，

形成自立有活力的地区，同时，其管辖范围应符合道州制的宗旨，

即通过中央和地方的合作，构建有效率的行政体系。 

 道州の区域は、地方分権の推進及び地方自治の充

実強化を図り、自立的で活力ある圏域を実現すると

ともに、国と地方を通じた効率的な行政システムを

構築するという道州制の趣旨に沿うような範囲を

定めるべきである。 

本着这一基本原则，该报告尝试着提出了 3 个辖区划分方案（9

道州案、11 道州案、13 道州案）。 

 上記の考え方を踏まえ、答申は、3 つの区域例（9
道州案、11 道州案、13 道州案）を示している。 

c) 向道州转型的方法  c) 道州への移行方法 

设定必要的过渡期后，全国同步实现向道州制转型。但是，相

关都道府县与中央政府的磋商完毕时，可先行向道州转制。 

 道州への移行は、必要な経過期間を設けた上で、

全国において同時に行うものとする。ただし、関係

都道府県と国の協議が調ったときには、先行して道

州に移行できるものとする。 

d) 道州的事务  d) 道州の事務 

将目前由都道府县负责的事务大规模地移交给市町村，道州承

担起“制定以辖区为单位的主要社会资本形成计划并付诸实施”、

“从跨区域实施环境保护与管理”、“根据人和企业的活动圏及经

济圏出台相应的区域经济政策及雇用政策”等大范围统筹事务。 

 現在都道府県が実施している事務は、大幅に市町

村に移譲し、道州は、「圏域を単位とする主要な社

会資本形成の計画及び実施」、「広域的な見地から行

うべき環境の保全及び管理」、「人や企業の活動圏や

経済圏に応じた地域経済政策及び雇用政策」等の広

域事務を担う役割に軸足を移すこととする。 

e) 道州的议会及执行机构  e) 道州の議会と執行機関 

道州设置议会作为表决机构。议会的议员由道州的居民直接选

举产生。 

 道州に議決機関として議会を置く。議会の議員は

道州の住民が直接選挙する。 

道州设置首长作为执行机构。首长由道州的居民直接选举产生，

首长禁止多期选任。 

 道州の執行機関として長を置く。長は道州の住民

が直接選挙する。長の多選は禁止する。 

f)道州制下的地方税财政制度  f) 道州制の下における地方税財政制度 

道州制下的地方税财政制度应与向道州制转型的形势相适应，

同时，应构建以地方税为主的财政结构，以提高地方的财政运营的

自主性及自立性。 

 道州制の下における地方財政制度は、道州制への

移行に適切に対応するものであると同時に、地方税

中心の財政構造を構築して財政運営の自主性及び

自立性を高めるものとする。 

同时，为了讨论有关道州制的基本事项，中央于 2007 年 1 月设

立了“道州制前景讨论会”，并于 2008 年 3 月，通过该讨论会提交

了中间报告。 

 また、国は、2007 年 1 月に、道州制に関する基

本的事項を議論するため「道州制ビジョン懇談会」

を設置し、2008 年 3 月には、同懇談会から中間報

告が出されている。 

在上述地方制度调查会的报告中阐述了在判断是否需要引进道

州制时，“应结合国民对各种问题的讨论动向”，预计今后各界还

将开展各种相关讨论。 

 先の地方制度調査会の答申において、道州制の導

入に関する判断は「広範な問題に関する国民的な論

議の動向を踏まえて行われるべきである」として述

べられている。今後も、各界において様々な論議が

行われていくことが予想される。 

  

（2）行政改革对策 (2) 行政改革への取組 

为了应对地方分权不断推进的形势，需要作为中坚力量的地方

自治体确立简单、有效的行政体系。在 2010 年度末，地方整体的债

务余额达到了 142 万亿日元，地方自治体的财政状况极其严峻，强

烈需要采取独立、彻底的财政改革。 

 地方分権の進展に対応するため、その担い手とな

る地方自治体においては、簡素で効率的な行政シス

テムを確立することが望まれている。また、2010
年度末の地方全体の債務残高は 142 兆円にも達す

るなど、地方自治体は極めて厳しい財政状況下にあ

り、自ら徹底した行財政改革に取り組むことが強く

期待されている。 

结合这一情况，总务省于 2005 年 3 月向各地方自治体提出了制

定、公布“集中改革计划”的要求，内容是以合理管理公务员编制、

合理提供工资、推进民间委托等为中心的行政改革。各地方自治体

根据这一要求，制定和公布了该计划，积极采取了相应措施。 

 このような状況を踏まえ、総務省は、2005 年 3
月に、各地方自治体に対して、定員管理の適正化、

給与の適正化及び民間委託の推進等を中心に行政

改革の取組をまとめた「集中改革プラン」を策定し

公表することを求めた。また、それを受けた各地方

自治体は、同プランの策定・公表を行い、その推進

に取り組んだ。 

基于该计划的主要措施中，就削减公务员编制而言，已公布的

地方自治体数值指标总值在 2005 年 4 月到 2010 年 4 月之间净减

6.4%，2005 年 4 月到 2010 年的 2 年间净减 7.5%。除此之外，地方

 同プランに基づく主要な取組の中で、定員管理の

適正化については、公表済み団体の数値目標の集計

値は 2005 年 4 月から 2010 年 4 月までの間に 6.4%
の純減となっており、また、2005 年 4 月から 2010
年までの 5 年間における実績は 7.5%の純減となっ
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自治体还通过在公共设施经营中引进指定管理者制度、将公共服务

转让给企业部门或向购买民营部门的公共产品和服务等各种手法深

入推进行政改革。 

ている。このほか、地方自治体は、公の施設におけ

る指定管理者制度の活用や、公共サービスの民間譲

渡、民間委託等、様々な方法により行政改革に取り

組んでいる。 
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各都道府县人口、面积、城市及町村数量 

(截至 2010 年 10 月 1 日) 

除北海道北方领土的 6个村、东京都的 23 个特别区以外，日本有 1719 个自治体。 

 
 

人口 面积(km2) 都道府县政府所在地 自治体数量

北海道 5,506,419 83,456.87 札幌 179

青森县 1,373,339 9,644.54 青森 40

岩手县 1,330,147 15,278.89 盛冈 33

宫城县 2,348,165 7,285.76 仙台 35

秋田县 1,085,997 11,636.25 秋田 25

山形县 1,168,924 9,323.46 山形 35

福岛县 2,029,064 13,782.76 福岛 59

茨城县 2,969,770 6,095.72 水户 44

栃木县 2,007,683 6,408.28 宇都宫 26

群马县 2,008,068 6,362.33 前桥 35

埼玉县 7,194,556 3,798.13 埼玉 63

千叶县 6,216,289 5,156.70 千叶 54

东京都 13,159,388 2,187.50 东京 39

神奈川县 9,048,331 2,415.86 横滨 33

新澙县 2,374,450 12,583.81 新澙 30

富山县 1,093,247 4,247.61 富山 15

石川县 1,169,788 4,185.66 金泽 19

福井县 806,314 4,189.83 福井 17

山梨县 863,075 4,465.37 甲府 27

长野县 2,152,449 13,562.23 长野 77

岐阜县 2,080,773 10,621.17 岐阜 42

静冈县 3,765,007 7,780.42 静冈 35

爱知县 7,410,719 5,165.04 名古屋 54

三重县 1,854,724 5,777.27 津 29

滋贺县 1,410,777 4,017.36 大津 19

京都府 2,636,092 4,613.21 京都 26

大阪府 8,865,245 1,898.47 大阪 43

兵库县 5,588,133 8,396.13 神户 41

奈良县 1,400,728 3,691.09 奈良 39

和歌山县 1,002,198 4,726.29 和歌山 30

鸟取县 588,667 3,507.28 鸟取 19

岛根县 717,397 6,707.95 松江 19

冈山县 1,945,276 7,113.21 冈山 27

广岛县 2,860,750 8,479.58 广岛 23

山口县 1,451,338 6,113.95 山口 19

徳岛县 785,491 4,146.67 徳岛 24

香川县 995,842 1,876.53 高松 17

爱媛县 1,431,493 5,678.18 松山 20

高知县 764,456 7,105.16 高知 34

福冈县 5,071,968 4,977.24 福冈 60

佐贺县 849,788 2,439.65 佐贺 20

长崎县 1,426,779 4,105.33 长崎 21

熊本县 1,817,426 7,404.73 熊本 45

大分县 1,196,529 6,339.71 大分 18

宫崎县 1,135,233 7,735.99 宫崎 26

鹿儿岛县 1,706,242 9,188.78 鹿儿岛 43

冲绳县 1,392,818 2,276.15 那覇 41

全国 128,057,352 377,950.10 1,719
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